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賛助企業の募集
　防災教育チャレンジプラン（以下、「チャレンジプラン」）では、社会全体の防災力を　

向上させることを目的として、2004 年より全国の地域や学校等の防災教育に取り組む団

体への支援を行ってまいりました。しかしながら、限られた資金で取り組みを実施するな

かで、実践団体のみなさまに充分な支援金が行き渡らないために活動に制限が生じるケー

スもあることから、資金拡充のためご支援いただける賛助企業を募集いたします。

　より充実した実践活動を継続して支援していくため、チャレンジプランの取り組みにご

賛同いただける企業等のみなさまからの賛助のお申し出をお待ちしております。

●募集期間 ･･･ 2025年3月より年間を通して承ります。

●賛助金額 ･･･ 一口 50万円 からの受付とさせていただきます。

●賛助金の使途 ･･･ 原則として、チャレンジプラン実践団体への支援金及び

　　　　　　　　　事務局運営資金として使用させていただきます。

■ 賛助企業事務受付先 ■

チャレンジプランは内閣府、防災教育チャレンジプラン実行委員、実行委員会支援組織の

公益財団法人日本法制学会の３者により運営しており、実践団体への支援（活動資金調整

など）は公益財団法人日本法制学会により行っています。本件に係るご相談は、いずれの

３者でも承っておりますが、支援金の入金に係る調整につきましては日本法制学会事務局

よりご連絡させていただきます。

＜賛助企業に関するお問い合わせ先＞

〒102-0073 東京都千代田区九段北1-15-2 九段坂パークビル３階

　　　　　　公益財団法人 日本法制学会 担当 鬼頭、仁藤

　　　　　　℡：03-6822-9901 Fax：03-3556-8217

　　　　　　E-mail：jimukyoku＠hoseigakkai.jp

公益財団法人河川財団による
河川基金の助成を受けています。

（ 一般社団法人防災教育普及協会 内 )

https://bosaijapan.jp/challenge-plan/

賛助企業
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実践団体による活動 報告会・交流会

2004年から20年以上

防災教育支援を継続

多様な災害を対象とした

防災教育を支援

防災教育チャレンジプラン

は、新潟中越地震が発生した

2004年にスタートし、

毎年10～30の実践団体の活動

を支援しています。

〇　近年、災害が激甚化・頻発化する中、21世紀の災害　　

　　に立ち向かうであろう、子供たちを中心とした家庭　

　　や地域の防災に関わる能力の向上を図ることにより

　　社会全体の防災力を向上させることを目的として活

　　動しています。

〇　全国の地域や学校等における防災教育を推進するた

　　めのプランを募集し、実践への支援を行っています。

〇　一年間の実践の後、その実践例や支援した取り組みの　　

　　内容をワークショップを通じて広く公開・共有すると

　　ともに、優れた実践の表彰を行うことで、全国の防災

　　教育に取り組む団体・学校・個人やそのプランに光を

　　あて、各地域で自律的に防災教育に取り組むことので

　　きる環境づくりを目指します。

委員長　木村　玲欧　兵庫県立大学 環境人間学部・大学院環境人間学研究科 教授

委　員　幾島　浩恵　出張！ふれあいルーム 代表

委　員　池田　真幸　国立研究開発法人防災科学技術研究所 災害過程研究部門 契約研究員

委　員　井上　浩一　防災ネットワークプラン 代表

委　員　大友　章司　関東学院大学人間共生学部 准教授

委　員　鍵屋　一　　跡見学園女子大学 観光コミュニティ学部コミュニティデザイン学科 教授

委　員　国崎　信江　危機管理教育研究所 代表

委　員　栗田　暢之　認定特定非営利活動法人レスキューストックヤード 代表理事

委　員　小松原 康弘  セコム株式会社IS研究所 研究戦略部 主務

委　員　酒井　慎一　東京大学大学院 情報学環・学際情報学府 教授

委　員　佐藤　公治　気仙沼市立大谷中学校 教諭

委　員　佐藤　健　　東北大学災害科学国際研究所 防災実践推進部門防災教育実践学分野 教授

委　員　澤野　次郎　公益財団法人日本法制学会 理事長

委　員　諏訪　清二　防災学習アドバイザー・コラボレーター

委　員　中川　和之　時事通信社 客員解説委員

委　員　中澤　幸介　株式会社新建新聞社 取締役専務

委　員　永田　俊光　新潟地方気象台 リスクコミュニケーション推進官

委　員　舩木　伸江　神戸学院大学 現代社会学部社会防災学科 教授

委　員　細川 由美子  関西国際大学 保健学部看護学科 准教授

委　員　本田　泰平　特定非営利活動法人日本ジオパークネットワーク事務局 事務局員

委　員　南島　正重　東京都立両国高等学校附属中学校 元・主幹教諭

委　員　村山　猛　　千葉県立香取特別支援学校 校長

委　員　磯部　良太　国土交通省水管理・国土保全局防災課 防災企画官

委　員　木下　史子　文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課安全教育推進室 安全教育調査官

委　員　籏野　敏行　総務省消防庁国民保護・防災部防災課地域防災室長

委　員　内山　晃治　内閣府政策統括官(防災担当)付 参事官(普及・防災教育・NPOボランティア連携担当)

委　員　大慈弥 麻里亜　文部科学省 地震火山防災研究課 防災科学技術調整官

これまでに延べ３６６団体に

よる、地震や水害、火山噴火

など様々な災害を対象とした

防災教育を支援しています。

全国の防災教育実践団体

による活動や交流を支援

防災推進国民大会との連携

や、オンラインを活用した報

告会・交流会等を通じ、全国

の防災教育実践団体の活動や

交流を支援しています。

防災教育チャレンジプランの活動防災教育チャレンジプランとは

防災教育チャレンジプラン実行委員会 具体的な支援内容

１．活動支援金の提供 ･･･ 最大30万円の活動支援金を提供します。

２．報告会・交流会への招待 ･･･ 3回のイベントを通じ他の実践団体、アドバイザー等との交流の機会を提供

３．活動アドバイスの提供 ･･･ 実践団体のニーズや事情を踏まえ、アドバイザーを派遣し、関連情報を提供

活動のようす

※詳細はホームページ等から「新・防災教育チャレンジプラン募集要項」をご覧ください

活動表彰
活動プロセス及び成果に対して審査を行い、優秀な実践活動

に対して、防災教育大賞、防災教育優秀賞、防災教育特別賞

を決定し、表彰状と盾を授与いたします。

2025年 8月1日現在　敬称略

( 実行委員会はボランタリーとして無報酬で活動しています )


